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環境エネルギー政策研究所 

「長期エネルギー需給見通し」(案)の政策目標の疑問点 

 

原発をエネルギー
自給率を含めるこ
とがきるのか？ 

原発の発電コスト
は安いのか？ 
再エネへの投資は
コストか？ 

原発への固執によ
り省エネルギーや
気候変動対策が進
んでいないのでは
ないのか？ 

出典：資源エネルギー庁資料(2015年6月) 

本当に安全性の確保を大前提に出来ているのか？ 



環境エネルギー政策研究所  

長期エネルギー需給見通し(案) 
策定の基本方針の問題点 

• ３Ｅ＋Ｓに関する具体的な政策目標を同時達成する中で、徹底した省エネルギーと再生可能エネル
ギー導入の取組や火力発電所の効率化などにより、原発依存度を可能な限り低減させる。 

• また、再生可能エネルギーの最大限の導入拡大に際しては、各電源の個性に応じた最大限の導入拡
大と国民負担の抑制を両立する。 

出典：長期エネルギー需給見通し小委員会（第8回)資料 

「引き算」で決まる原発比率 



環境エネルギー政策研究所 

長期エネルギー需給見通し(案) 2015年6月 
原発比率20～22%、再エネ比率22～24%の問題点 

 

出典：長期エネルギー需給見通し小委員会（第8回)資料 

低すぎる省エネルギー目標 

原発比率目標の 
非実現性 

低すぎる再生可能
エネルギーの導入
目標 

高過ぎる石炭比率 



環境エネルギー政策研究所 

原発比率20～22%の実現可能性： 
再稼働問題、建設中原発、老朽原発の運転延長問題 

 
出典：長期エネルギー需給見通し小委員会（第5回)資料 

13% 

15% 

22% 

全基再稼働し40年廃炉 

全基再稼働(建設中3基含)し40年廃炉 

全基再稼働(建設中3基含)し60年運転延長(15基) 

2030年 

原発 
比率 
2030年 



環境エネルギー政策研究所 

「ベースロード電源」比率の確保は不合理 

 

エネルギー基本計画の中での位置付け 
ベースロード電源 

現状3割 

現状1割 

現状0.2% 

現状ゼロ 

2014年 

現状4割 6割? 

2030年 

2割? 

3割? 

1割 



環境エネルギー政策研究所 

発電コスト検証ワーキンググループ(2015年5月) 
発電コスト等の検証に関する報告の問題点 
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2030年モデルプラント方式による試算(既存原発のコストではない) 

原発の発電コストは高い！ 
• 事故リスク対応を長期

の「共済方式」で算定
し、事故確率を過小評
価 

• 安全対策費用、政策経
費、核燃料サイクル費
用などの過小評価 

• 稼働年数40年、設備利
用率70%で過大評価 



環境エネルギー政策研究所 

電力コストの見通し～政府試算の問題点 
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出典：資源エネルギー庁資料(2015.6.2) 

• 再生可能エネルギー・省エネルギーによる化石燃料費削減が重要！ 
• 原発や化石燃料のコストを過小評価 
• FIT買取費用はコストではない！ 



環境エネルギー政策研究所 

資源エネルギー庁「2030年における導入見込み量」 

 

既存 設備容量 発電量 備考 

太陽光 2200万kW 約6400万kW 約749億kWh 地域毎の昼間最低需要の
規模から機械的に計算 

風力 270万kW 1000万kW 182億kWh 適地減少・系統制約、国
民負担の抑制とのバラン
スがとれる範囲 

地熱 54万kW ～155万kW ～113億kWh 環境規制の緩和を想定し、
今後も開発が順調に進行 

バイオマス 252万kW ～728万kW ～490億kWh 将来に渡る供給安定性に
留意 

水力 4,745万kW ～4,931万kW ～981億kWh 自然・社会環境上の障害
が解決可能とされる地点
の全ての開発が進行 

合計 7520万kW ～1億3,214万kW 2,515億kWh 

出典：総合資源エネルギー調査会 長期エネルギー需給見通小委員会(第8回)資料より作成 

自然エネルギーの発電量(2030年)導入見込み量 



環境エネルギー政策研究所 

再生可能エネルギーの導入目標 
欧州では意欲的な目標を各国で掲げて導入が進んでいる 

 

2030年目標 
最大24%？ 

• 主な欧州各国の自然エネルギー導入比率はすでに20%以上に。 
• 主な欧州各国の自然エネルギーの2020年時点の導入目標は30%以上 
• 日本でも2030年の導入目標40%以上を目指すべき(ドイツは50%) 



環境エネルギー政策研究所  

環境省(三菱総研)再エネ検討会(2015年3月) 
再生可能エネルギーの導入見込量(発電電力量) 

環境省検討会での試算 
再生可能エネルギーの発電量(2020年、2030年、2050年)見込み量 

2030年(高位) 
3566億kWh 

出典：平成26年度2050年再生可能エネルギー等分散型エネルギー普及可能性検証検討委託業務報告書 
https://www.env.go.jp/earth/report/h27-01/index.html  

https://www.env.go.jp/earth/report/h27-01/index.html
https://www.env.go.jp/earth/report/h27-01/index.html
https://www.env.go.jp/earth/report/h27-01/index.html
https://www.env.go.jp/earth/report/h27-01/index.html


環境エネルギー政策研究所 

ISEP「エネルギーミックス」への政策提言(2015年4月28日) 
歴史的な流れに従ったエネルギー大転換 
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1. 自然エネルギー・エネルギー効率化・地域主導を「3本柱」に 
2. 省エネ・効率化の深掘りとトリプル・デカップリング 
 （切り離し戦略） 
3. 自然エネルギーを基幹エネルギーに位置づけるべき 
4. 地域主導・分散ネットワーク型エネルギーへの大転換 
5. 「3.11福島第一原発事故」の教訓を踏まえた現実的な脱原発政策を 
6. 気候変動問題への国際的な責任を果たすエネルギー転換を 
7. 国民参加の開かれた議論の場の必要性 
8. 「エネルギーミックス」への提言 
  (自然エネルギー100%を目指す) 

http://www.isep.or.jp/library/7557  

http://www.isep.or.jp/library/7557
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